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内生的再分配政策と所得格差・経済成長の動向

近藤広紀

東京大学

8本の都道府県龍の所得格差i立、戦後大幅に縮小した。こうした地域開所得格差

の縮小は、新古典流経笹成長モデルの棒経みを用いて説明できるが、日本の場合、

これに加えて、地域聞の再分寵約な制度や施策が、格差縮小に寄与したことも

されている。

しかし、極論かもしれないが、新古典課経済成長モデルに従えば、放っておいて

もある韓度まで格義縮小は実現されるのに、なぜ、 ンセンティブ*を削ぐよう

な蒋分配的施策安課ってまで、格室長縮小を促進しようとするのだろうか。確か

得格差が顕著で‘あれ誌、多少は経誇成長を犠牲にしても、韓分配的な政策を探るこ

とが要請されるであろう。こうした可能喋について、所得格差縮小や資本蓄積を加

味した勧学的な枠組みの中で議論されることは少なかった。

この論文では、経涛成長モデルに、内生的に決定される再分配政策を鑑み込み、

これと地域開所千明各差、経済全体の成長率が、互いにどのように影響し合い、どの

ような動舟をたどるのかを、理論的に分析する。地域間格稜わ急速な縮小と、経語

全体の成長率わ上昇が観察される。初期に所得格差が大きいと、当初は強力な再分

配政築が要請されるが、これが一定の役書Ijを した12主には、 にウエイトが

っていくのである o

1. ，まとめに

日本の都道清爆開の所得格差辻、戦後大幅記縮小した。 Barroand Sala -i輸

Martin (1992b) (1995)によると、 1人当たり所簿の対数イ肢の分散は、 1940年

:立。‘63親捜だったが、 1950年にiまその半分の0.3，1970年代後半までにはさ

らにその半分の0.15前後にまで縮小している p

このように所得格義が次第に解請されていくこと誌、経漬間
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けi工、 Solow(1956) ，Swan (1956)の新吉典涼経済

きる。この鰐建は、国家間で誌非現実的であるが、

え〉
』いという数

可
叶
あ
&
ぷ
綴
総
綴
都
制
淵
制
州
側
川
川
制
抑
制
吋
i
l
i
-
-
i
j
j
d
d““““刊

l デルを用いて

いだろう。 Barroand Sala-i-Martin (1992a) 

アメ 1)カの外jや日本の都道野路間の所需轄

についての分析を行っている。その諮果、

この前提に基づき、

内の地域開では比較的成立し

(1992b) (1995) 

アメリ差に縮小傾向が克られる

カでも、そして上述のように日本でも、地域開の所得格差記縮小傾向が克られるこ

内の地域熊所持格悲の動i匂l とは異なり、

とを看護認している。

しかし、国難問所得格差を扱う

を分軒対象とする場合には、中央致府によって される地域聞での所講再分配的な

日ることも不可欠となる。政策が、格差縮小にどれだけ貢献したか

を撞うような機能が内載されている o ま本の財致寄せ更には、地方需の封政力

吉富的に重己分されていることも、公共投資が所得水準の偉い

これら蒋分配的な制度やいる。中野(1996)によって明らかにさ(1988) 

議策が、長期的に地域開の生産能力替差や所得格差を縮小させてきたことは十分に

に所得祷差縮小に無こうした帯分記的な施策が、えられよう。岳(1995)は、

してきたことを明らかにしている。し樽ない役割を

さらにそれが所縛格差結小

しかし、新古典流成長モデルに従え

もしれないが、放っておいてもある程度までは所得格差縮小を

り、実際に再分配的な擁策が行われて

に費献してきたこと詰明らかにされつつある。

このよう

きば、

部ぎ

をより促進しようとするのであろうか。確か

インセンティ

かねない政策

に、所樽格遣をが顕著であれば、結対的に所得の{まい多数の地域から中央政府に対し

ような、わざわ

てまで、

なぜ、るにもかかわら

若干ほ経清成殺を犠牲にしても、そされ、て、

こうした政策が選択される可能性についるを詩なくなるだ、ろう oを擾先せ

て、静学的な枠組みの中で論じられることは多かったが、ヌ奇書築基縮小や資本蓄覆

日本の地域開にを加味した験学的な枠組みの中で議論されること誌少なかっ

のみられた所得格差緩小と経済成長のプロセスや、一未だ地域開絡穫が大き

るためにも、格蓋是正策がど今後の動向を解明し、ぞれを規範的に

設;

そしてそれが或長率や所帯棒差縮小にどのような効果をもつのかを、

動学的な林組みの中で分析することが必要とされよう o

このような開題意識のもと、この論文で

される地域間帯分配政策を組み入れたモデルを飛いで、

カに行われ、

その時の経済状経:ヲ警戒長モデル
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にど地機関所得格差と、採窮される地檎閉幕分配政策、議議全体の成長率が、

どるかについての環議的な分析が試みらどのような動向をのように得用し合い、

れる。所得分配の平準化と経済成長というトレード・オフ関係にある 2つのニーズ

セスが観察される。のバランスが保持きれながら、格義縮小が実現されていく

モヂノレの前提2. 

家計の最議化2.1 

る。各個人はオールド;践のきるとオ…/レド期の 2期間各傭人はヤング期、

る。じて一定と時聞を

こうした掴人が漉続無践に等在しているとする。

このため、人口は乙めに 1入の子供を持っとするむ

しかし、すべての苔地竣誌は、

地域で人口のサイズは等しいと考え、器地域の人口のサイズを 2と基準化する(ヤ

ングムオールド1)。人口は地譲を る。 1A毛って人えては移動できないものと

に{呆たれる。じても口は、空関

ここでは地域のさらに経済全体は、連続無際の地域から成り立っているとする。

数を 1と基準化する。

各個人の効摺関数は、以下のようであるとする。

(1) U叶nC~+lnC;.，.. l

Cいはそれぞれt期に生まれた世代(以下で誌これをt世代と呼ぶ)のt期(ヤンct 

している oグ期)とt十1期(オールド期)の消費

予算制約式は以下のようであるとするお

(2) Wt-

(3) C~l叫(1 十 rt+l)Pt S/' 

る。その一部を各個人はヤング期に労鱗を非弾力的にイ共給して賃金 Wを棒、

課税・移転後の貯蓄がPtS/'となるよこの段措において、 Stだけの貯審を行え

うな再分配致策が、中央政野心よって行われるものとする o 。ぎは、再分配政策の楳

この{直がOに近いほど、長亨蓄法平等化される 9

また、ムは、経済全体でなされる課税・移転前の貯蓄の合計と、課税・移転後の貯蓄

の合計が等しくなるような、以下のような僅に決定されるとするて
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(4) ぁ=王製r
E(St"') 

にあてるとするむ-移転後の貯撃とその利子を

ヤング期になされる貯蓄は

オールド識に

最適イじの結果、

(5) Wt St= 

となる。時分配政策が強力なものであればあるほど、貯蓄のインセンティブは削が

ことになる。スの効果をもたらこれが後にみるように経済成長にマイれ、

生産関数2.2 

イ壬意の地域の各企業の生産関数辻、以下のようであるとする。

)
 

n
h
u
 
{
 

Yt=Q At Bt好ffG

ムは各企業の資本ストック、んはお企業の裏窓量である。

これショックをあらわす。その地域の全企業が共通して直面するAt'之、

i之、以下のような対数正規分布に従って、地域聞で桧立に、なおかつ時間に関して

るoも議立に生起するものと

(7) 

あり、以下のようであるとする c

lnA-N(O，σ2) 

(8) 。く ø~l- Ct
-l-a…o r E (Kt) i 

BFAJ i-一~I
ゐ宮 lE(K:-P)J 

Btは外部性をあら

その地域全体の資本ストックの水準Ktと、経議任意の地域のぞ5企業の生産f

けているとする。以全捧の平均的資本ストックの水準の爵方からブラスの影響を

φは、 localな外部性稿者を localな外部'設、後者を globalな外部性と

これがOに近けしており、とglobalな外部性の、 2覆類の外部性のウヱ千トを

れば近いほどlocalな外部性が支配的となる。

倍々の企業レベルで辻、資本の限界生産i全は選減して(6)と(8)から分かるよう

しかし、経済食捧レベルの資本の諜界生産性は、資本の正の外部性のために
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る。これらの中聞とる。地域レベルでの臨界生産性選減の度合は、逓減しなく

しかし、 localな外部性が支配的であればあるはど、地域レベルでも資本の限界生

産性泣選i威しにくくなる。

-地域開所得格葉・地域間再分配政策の動向3 . 

ある地譲において、 t識に利荊可能な資本ストックがKtであtu工、企業の最適化

所得iまそと要素市場の均衡条件より、その地械のt轄の均衡利子率、

(9) l 

れぞれ以下のようになる。

rt=αQAt 

)
 

nHυ ]
 
(
 

α) QAt Wt 

)
 
-1
 
{
 

QAt 

(1別主より、

(12) 一α)Yt 

となる。つまり、地域の所得は、 α:1-αの比率でその地域の資本と労散に分記さ

tLる。

以下、制で承される各地機の所建と、地棟間痔簿替難が、 どのような動向をたど

るかについて考察する。

その地域のその務の生産性ショック、地域の所得“水準辻、聞から分かるよう

その地械の資本ストック水準、経請全体の資本ストック水準の3つの要因で決まっ

Wt 

この3つの要盟のうち、前 2者が地機障で異なってくるため、地投開で所てくる。

得格差が生こるのである。

これらのうち、地域の資本ストック水準ι辻、 (4}(5}(12)より、以下の式で京
る水準に決まってくる。

¥r fl言-1 、 E( Yt-1) TT8い
αJl1平五二7jE(EiF1)rt二fKt 

じて、各地域のトックの水準は、 globalな外部性を経済全体の
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明ら)

(部i

[荒川

ま
4
F



らすo globalな外部性をしめず(ll)の右辺の括蕗内は、生産にブラスの影響をも

(1母
l-~ 

いては下のように計算される。

(E〈ι)i 
五疋寸j口 (1-α)ヘ1ヤ

(13)を

(15) 

辺、上の(13)闘を鈴に代入すると、以下の式が需られる。

明 QAt (1一的日百九(

これの対委主をとると、以下のようになる。

r 8t…1 l 
h五=q十ln(1一計十lnl~…一一 I+ 8t-l(l一的lnYι1 

L 1-'-8t-l J 

在。ば]6;_1 。fI(1
2 

十(けt-l(1一品川 #ι ε
 

う生産性ショックAtの対数鐘で、あし、 qと品は、それぞれQと、(7)の分布

ん-hd-11土、

より、地域の所得の対数謹の平均と分散辻、以下のように推移していく。

それぞ札t-1期の所得の対数値の平均と分散である。合務宇品る。

間
2 
σt )十lnliL)μ-J-

II十θt-lJ 
q+ln (1 μz 

(18) (1-</>)2σ:-1+σ2 σi士

各地域の所帯水準辻、結局、前期のその地域の所得水準と、前期の経請全体の所

これら 2つの要罰の相対的な大きさは、それぞれ鵠の

される。前期のその地域の所得水準は、前期

得水準に、主に規定される O

話の部数によっ第4項目と第 5

ることで¥になさ札るその地域の許蓄の総量、すなわち今期の資本ストックを

再分配政策が強力であるほど、しか今期のこの地壊の生産を規定するのである。

また、 globalな外部牲がlocalなそれによとべて支配的であるほど、今期のその地

そのようなそして、域の所得水準が前期のそれに規定される度合いは小さくなる。

ることがな紡ミら分かる c場合、所警の分散は縮小頭向を
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していくことが分かるo 実欝、
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闘をすべての地域について合計し、 t 1鶏からt期にかけての経済全体のネットの

成長率めを求めてみると、

gt=Q(l 的(JtlE(A)-1 (19) 

となり、 ;こ或長を続けることis事it認できる。 これは、経済全需に33いて、外

部効果のため、資本の駿界生産性が選減し いことに起践している o しかし、再分

配政策が、成長率を低めてしまう効果を持つことも きる。

以上より、地竣搭差か縮小していく 経済全体は持続的 していくこと、

そして、地峨聞再分配政策は、格差縮小を提す一方で¥ をf底;めてしまうネカや

ティブな効果も持つことが分かつ

この再分配裁策の程度誌、 どの水準に決定されると考え いであろう

カ為。

民主的なノレーノレに従って致策決定がなされる は、再分艶政策は、地域開所

得癌差が大きいはど、 より強力 されよう o JiJf得水準の低い多数の地域が、強

力な蒋分配政策を うよう、中央政庭 ると考えられるから るG 一例と

して、再分童三政策の程度が、多数決の結果、中露髄の所得の地域が，選好する

きれると る F中制服者復説」奇想定すれ話、実際このこと誌支持きれるで

以下、 される帯分配政策 8tを所簿慈差の減少需数と ;z、 θt 。(0';)とおく
と、脚立母より、 と経済成長率は以下のように表される。

σi出。(σ!-1)2(1 。)2d-1÷σ2 。0)

五;t Q(l α)(J111J E叶 1 (21) 

再分配政策が全くとられない経詳の、つまり に8t=1で、ある経請の、

簿格差と経済成長率は、 (18)(19)より、以下のよう される。

び!=(1-o)2σt-l十σ2 鈎

gt=Q [守主]E(A)-l (23) 
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c，まと国IのDt土、再分配政策がとられる経済の、長額約な成長率と所得格差、

られない経済のそれらを示している。

地域開所得繕蓋と経済会f本の成長選鮮の動向関 1

2 q 

j
i
f
-
-
z↑
2nη 

C 
~ 

gt 

~ 唱是

D 

再分説政策がとられない経済で辻、自2)(2紡ミらも分かるように、成長さ容は一定値を

立命

とり続け、所i券経義はj;J下のような{庇に向かつて設束していく。

lim a:ーポ一一
ド田 Vt 1 (1 9)2 

じない。には伺の関係も所樽諮差と成長率の

一方、再分配政策がとられる経、済では、初期に大きな所得落差があった場合、強

しかカな再分配政策がとられることとなり、次の期の所簿格差は急激に縮小する。

し、再分配政策辻、そのような効果と問時に、その期から次の既にかけての成長率

は縮小し、それとと

していくのである。もに採用される再分配政策の緯度も小さくなり、成長率も

を経るに誕って、しかし、を低める効果も持つ。

おかりに4. 

以上より、内生約に決定される再分配政策を、動学モデルに組み込んだ場合、格

内生的平等分童三政策と所得総差・縫済成長の動向 185 



って、さらに格差縮小より速くなること、スピード

強力な再分配政きiすれば、に向けて上昇していくことが訴された。初期

'-' はf雲水準に押さえられる。策が要議される。そのため、はじめのうち辻、

拘
A
h

そのために、次の期の謀説・移転前の箭薄格差は大騒に繕小される。カミし、

り、代わって成長率が伸びていく。つまり、れる蒋分配政葉辻次第に弱いものと

るので、り、成長にウエイトが置かれるように再分喜三政策の役割は次第に小さく

ある。

また、以上のプロセスが、社会的にみてどのように評梧できるか、

きか、簡単に触れておきたい。

単峰性再分配政策の水準についての荘地域の選好は、議論からも分かるよう

を持つ o その場合、多数決ルールが、

どのようなこと的評価を下す際立、

j
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それ自体、設主的社会に要請されるいくつ

ることが知られている。従って、となりかの粂fゃをクリアーする

もしそれが多数決/レ…ルで、決定されている時点で探局される再分配政棄の水準は、

ましいと言うことが出来ょう。なら、社会約

えることで、とした場合にぞれは各持点で現存している世ー代のみをしかし、

えるわけではなおも望ましいととする場合、あり、殺伐聞の利害関祭をも

現存註ft辻皆

しでも、将来世尚代までが通去のそうした議策を積極的に評越するとは限らない。

しかし、現主主の蒋分配政策';1， くや後に生まれてくる将来世代のうち、相対的に

を保証すそれが無い場合よりも、豊かまれてくる人々には、貧しい地域

遠い将来の王子均的な地域の入々のさ佐控効用:土、再分自己政策が無かった場る。ま

と比べれば、確かに低くなるが、経済成長率が母くとも持続釣である以上、

い水準となる O さらに、過去の再分配政策のか世代の生涯効部立比べれば、

に要請ちが生きているされているので、i立大幅おかげで、

くなる Oに比べてめ語文長率もそのいもので長く、される蒋分配政策は非業

より毅密な議論が必婆とされるが、以上のを下すには、もちろん、最終的

ような理由のため、再分配政策が各時点の現寄世代のみの多数決によって決定寄託

ないでを著しく深刻な形で引き起すこぞれが世代間るとしても、

さあきれたよこの論文からされることになる、そのためて、あろう。

セスも、所帯の平準化と経帯成長というトレード・オブにある 2つのニつ

にみてそれなりに逮震な水準に体ちつつ、所得格差縮小と

ょう。ると言うことしていくフコロセ

186 B氷絞淡研究主0.37，19き8.9 

ある種皮まで成長率を下げて蒋分配政策を行うことい。つまり、

ズのノイランスを、

経i斉成長を



本格を作成するにあたり、弁堀利宏、福間慎一{東京大学)の雨先生と、本誌レフェ 1)…の方か

ら、有益なアドバイス;Bよぴコメントを綴りましたことを感謝いたします。

注釈

1) 資本の限界生産肢が逓減していくことは、新古典派成長モデルの愛要な前後の一つである。

この前提のために、定常状態の所得水準が一意に存在し、生産関数や効用関数が同一である

経済の所得は、すべてこのを常状態に向けて1以来していくのである。一方、外部性等のため

に、地域単位での資本の限界生産性が滋減しない場合、各地域の所得は持続的に伸びていく

ことになり、従って初鶏に地域問所期名差がある場合、これは永久に縮小しない。しかし、

資本の限界生産性が、地域単位では逓減していくが、圏全体ではより広範な外部効果のため

逓減しない場合、地域間格差の縮小と、経済全体の待読的E支援が、矛盾せずに両立する。

T設mura(1991)参照。

2) 国家閣の所得格差の縮小についての実証分析もふくめたサーベイとして、 Dela Fuent在

(1997)参照。

的 地方交付税は、所得税や法人税、溶税などの僅税の一定割合を、地方の財政カ格義にJiI'}じ

て配分する、使途の限定されない資会であるが、財政カ格差や、各地方の住民が器税として

約めている額が、地方の所得格差をかなりの程度反映していると言えるため、蒋分配効果そ

もつ。臨!京支出金i立、公共事業や社会保障、教育などの指定された事業を負担したり補助し

たりするべく支出される資念であるが、後述のように公共投資が所得の恐い地域に重点的に

配分されていたり、補助率に地域開で格差がある毒事の婆習のため、再分配的な役割を果たし

てきた。

り Alesina and Rodrik (1994)とPerssonand T註bellini(1994)は、所得格差が大きい経済ほ

ど成長率が低くなることを、それぞれBarro(1号90)やRom校(1986)裂の内生的成長モデ、lレ

を資産や所得の格差があるケースに拡張し、さらに民主的な政策決定ルーノレを緩み入れるこ

とで説明している。所得格差が大きい経済ほど、採用される再分番号政策は強力なものとなり、

これが貯蓄・投資のインセンティブを削ぐのであるo しかし、こうして採用される蒋分配政

策が、将来の課税・移転前の資緩や所得の格差を轄小さ売きるといった緩路は考慮されていな

い。つまり、所得格差は先天的な一定の値ーとして与えられており、これが収束したり、

配政策で縮小させられたりといった経路については考慮されていない。

5) この段滋で移転が行われる点は、 Perssonand Tabellini (1994)と閉じであるが、そこでは、

支主主容で徴税を行い、それをもとに定額の支出を施すことで、高所得者から低所得者へ移転が

行われるという設定がなされている。しかし、白木の場合、都道府県税や所得税は、

所得に対して累進的に徴収されており、さらに、公共投資も、地域の所得に対して逆j集約に

支出されている。この論文で行った非線形的な設定は、こうした状況を、厳密ではないにし

ても、ある程度描写していると震える。

品) 開じような外部性の導入僚としてと、 2盟モデルであるがAlogoskoufitsand Plo巴g(1991)
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7l 

8 ) 

ヨ)

10) 

がある。

Solow(l956)， Swa立(1956) デjレに従えは、 ビードi之、資本の分配

E怒 るが、実際の資本分配擦(約1/3)と、実際の収束スピードか される資本分

.8)は一致しないことが知られている o これに対しでは、物的資本以外の重要な資

本を従来の実託分析で、は落としているためであるという Ma叫dw，Romerand Weil(1992)の

1iと、外務性のためであるという Romer(1986)の考え方がある。この論文では主に後

とると男持:こ、外務後を localなものと globalなものに分けて考察した。そのた

め、 4叉東のスピードは、 local と とに依存することに

なり、 さらに地域簡の所得格還をのヰ見交と、経液全体の持絞的成長の手母方が観察されることに

なるむ

のモ 讃いた場合、決定される蒋分配政策の水準がどのよう

安持っかについては、

それでも、再分配政策が内生約に決まってくる経済の成長擦が、そうでない経済のそれを

よ窃ることはない。長期的にも、小さいとはいえ、 り、若干ではあっても再分

とられ設けるためで遣うる。

補論からわかるように、 とる主主主主の効煎を最大とする再分配政策の水準;ふ

り、それよりも強い蒋分配政策をとっても、~~い蒋分配政策をとっても、効用は

単調に減少していく o ぞれ以外の地波の選好する蒋分配政策についても、需じことがいえる。

このような場合、各地域の滋好)1関序に単睦性の仮定が満たされるといわれる。
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中位投票者仮説のもとで採用される再分配政策について補論

{お)

賃金がWtの地域の代表的家計の間接効用関数(生涯効用)

wf' 1 […斗L斗]u糾い一一J々けパ叶t汁Aぺ÷刊汁ln(l+ rt 十牡+1)1ω十ト0品'tJ Wt  I 111¥-'- F t+1J j)t II 

(1)と(5)より、

き換えられる。これ辻以下のよう

十et(lnYt一向)

(A.2) 。)2σi
2 

をとっている地域の人々、すなわち開催 {medium}賃金波び

ln yt之仲である地域の人々の生涯効講を最大化する 0の一階の条件辻、

-et(l _ifJ)2 σ~=o 1 

ような創立、以下のようニれとなるロ

け存在する。1つθを(0，1]には必ずθは、l 

その出土、十分条件をみたす。2 

そのet立、所得格差σ1の減少関数である。性質3

る。lとそのθは、所帯格差がOのときi生室主4

-移転後の安蓄辻、議中関寵の賃金を簿ている人々再分盟主政策を行え

しかし、イン七ンテ4ブ懇菜を通じて貯蓄の説・移軽蔀の貯蓄よりも大きくなる。

スの効果がつりあこれらプラス絶対量が減少する。蒋分配政策辻、

つまり一部の人々のきしかし、所持搭差が非需う水準iこ決定されるG

プラスの効果の方く、大多数の人々のそれが低いよう所帯水準が極端に

な再分配政策がとられるのである。以下、性質 1~4 を証明よりが強くなり、

する。

出j

一階の条件(必要条件)出)は以下のように変形できる。

。2crie2ートθ-1=0(1 -ifJ)2 crie3十(1

B本経済研究泌37，1き98.9

る。鋭部(9)(1蓄を用いると、

θけこ模様のない項ムlnIーユーI+ln
" - / "，.  ""  >U  L 1十品J' u. L 1 + 
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ここれの左辺を、

f(θ，oD 手)2m fP十 (1-rt)2 ームou
 

{え言

とおく。 f(θ，m)口 Oをみたす θε(0，1]が、

政葉の水準となる。

σ3の時記採用される再分配

f(0，6D日 1くO (A.6) 

f(1， m)=2(1…ぷ)26~;;?:O 話会

1 2 
一一一÷一一一¥2 (l-rt)2σ:<0 
fP (l+e) (A，9) 

ん(θ，6D>O (A.8) 

であるので、ん(θ，m)=OはeE(O，l]の区間内に僻を一意にもつ。以上より性質1が

きた。また、 (A，7)より、 f(l，O)=Oとなるので、性質4も証明でき

最適解の十分条持i之、(ただしln五灼〉を 2際数分して、

とおける。これの左辺は、必要条件(A.3)を用いて(1 rt)2 df.を消去すると、

ιθ(1ーθ)
;) }となる。これ間らかに負であるので、必要条件を満恥たす引

θe2(弘1十θめ) 

も議足していることが蓄える。ょっ 2 i:J唱E~売された。

必要条件(A訟を、 σ?と ることで、却、下の式が得られる c

de (1 rt)2 e3十(1-rt)2θ 円

dm - 3(1-rt)2e2十2(1 rt)2e十1¥V (A.lO) 

以上から、性質3が言える。
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子氏の議文「宅地の供給と揮

までにご紹介しま

した山崎福寿託、

とそのお返事を、

「日本経語研究J

絡支寵力」に寄せられた
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上智大学経済学部教綬

山崎福寿先生のお返事

このたびは抱穏にたいし、長tAなコメント
をいただきましてありがとうごさゃいましたc

転用溜積のデータに演する疑問にお答えい

たします。結論からまわしょげますと、データ

:二需還はありませんが、それに関する説明が

不十分であったため、誤解を招く結果となり

ました。

私どもが浮IJ煎いたしました数銭は、コメン

トで言言及されておりました rA整地の移動と転
用」と同ーのものです。単位はヘクタール

仏心になっております。これにはご存知のよ

うに許可之届け出があります。許可は療郊と

して市街化じま域外、結Eちは原則として市街化

区域内です。本論文では市街化[K域内を分析

対象としているため、届あのデータに限定い

たしました。市街化区域内のみの転用面積で

あることを論文中で明磯に指摘すべきであり

ましfこ。

さらに、私どもは都道府県データを利用い

たしました。間緩のDRl1において大都市閣と

地方濁とありますが、転用面積も農地と宅地

も、各ヱ 1)アにおける平均値であり

ありませんc すなかち大都市圏に所

在する都道府渠の場合、転用面積は I県あた

り年平均で250-350ha、地方箆;こ所在するl壌

の場合、年平均でl県あたり 100haという

とです。コメント?は、市街化区域内畿地は

1974年1月に30.4万haであったものが、エヲ87

は18万haに減少しているとご指掃されて

います力昔、 14年間で12.毛万加の転用ですから、

l年あたり8，857haということになります。

私どもの県却データで、{立、大都市閣の14都道

府県で平均250-300、沖縄を除く地方閣の32

県で'100隔ですから300x14+ 100 x32=7400 
haとなりまずので、ご指摘のよう

はないと，怠われます。

のように簡を作成しましたのは、本論文

の践的が農地と宅地の綴格差受と開発の演係を

調べるためのもので、~域と産基地の価格差を
エリアごとに合計することが適当で、ないとやj

断したためです。しかし、ご指摘の通り誤解

を招きかねない表記であったことは確かですむ

貴重まなご指織をいただいたことに，ひより感謝

の3訟を署長する次第です。

専修大学経済掌部教授

森安先生からのご質問(護憲約)

「日本経済研究JNo.35 r宅地の供給と価格

支配j]Jについてデータ菌の疑問がありますc

1.本文p.113(関1)、 p.114では、農地

の転用面積が1974-1992年の期間、毎年

250-350ha(大都市間)十100ha前後{地方関)

となっていま寸。しかし、国土庁 F土地臼

(王子成 8年版、 pp.2-3)によれば、 1975

年から1992年まで、に農用地は576万haから525

り、他方、宅地は124万haから165万

haに増えていますむ論文の数後i二、ゼロが2

つx1/2足りない、すなわち 1/50以下では
ないかと恩jつれま

2.市街化住域内農地に限っても、 19九年
1月30.4万haの農地が1987年18:;ザ加、 1995年

11.8万ha(全国農業会議所推計、拙論「市街地

潟辺の農地転用-8・英・瀦の比較研究:イ
ンパクト・フ 1ーの捻設Jr毒事修経済学論集J

32巻 2号、 1997年11月p.46、p.54)であるか

ら、 l年間にざっとlρ万ha弱が転用されて
います。

3.論文℃引用されている建設を懇のデータ
が手もとlこないだめ憶測になりますが、著者

「都市計画法J29粂の都道府県知事の許

可を必要とする1000m'以上の開発のみを対象

とされているのではないかと忍われます。本

文;こ r1994年の宅地造成事業において、

金10慾丹以上の大規模事業者による

は全体の 3苦手IJj迂くを占め、供総溺積は7割を

越えている。バp.1l2)とありますが、農水省

祭政課 f農地の移動と転煎J (王子成s年、
pp.190-193)によれば、平成s若手(1号94)の
市街北区域内差是織の転用(届出のみでよい)l立、

住宅用地として3，969治、78，464f牛(平均506m'

/H料、その他用地2，479ha、38，
隙じシリーズをみても、

は11牛きちたりそれぞれ364m'(I970)、400m'
(1980)、423m'(1990)で、 ミニニ開発が主体で

あったように号、われます(拙論p.5心c

以上、データに関する疑問です。
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